
・財政基盤強化、経営力強化
・人材育成支援
・デジタル技術の導入

2019→2023　NPOを取り巻く環境変化
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ICT・デジタル化

SDGｓの拡大

コロナ禍で弱体化した基盤強化 社会貢献意識の向上

行政との連携・協働 中間支援組織の機能強化

・行政との連携強化
・災害時における行政・社協・NPOの
連携体制づくり

・ナツボラの拡大
・NPO活動の情報発信

・NPOの組織基盤強化力
・ネットワーク化支援
・再スタートや解散に向けた支援

災害発生

新型コロナ感染拡大

・南海トラフ地震の脅威
・多様な課題解決への期待

・オンライン活用の増加
・デジタル技術の導入
・SNS発信の拡大

・収入減
・活動の停滞
・会員の減少

・企業の関心・取組の増加

社会貢献意識の拡大

・若い世代の関心の高まり

・寄附意識の高まり
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ボランティア・NPOセンター職員ワーキング①　R5.5.26

R1～R4

NPOこの４年
の変化

コロナによる影響（既存団体）
・モチベーションの低下
・集まることや対面機会への抵抗意識増、つながりの低下
・活動があまり進まなかった、小規模団体の活動停滞
・事業型NPOの経営難
解散法人の増加
・初期設立法人の活動の不活発・休眠
・解散法人の増加
新たな活動の芽生え
・企業人のNPO法人設立相談の増加
・新たな活動（分野）を始める団体の出現
・子ども食堂というNPO活動の定着
・民間基金設立の動き
・団体の設立相談は一定数有り（法人化にならなくても）
デジタル化
・デジタル化・オンライン化の拡大
その他
・草の根型の活動が減少
・NPOのコンプライアンス問題
・行政のNPOへの期待（温度差拡大、限定的な協働）



ボランティア・NPOセンター職員ワーキング②　R5.5.26

今後、予想さ
れる変化

NPO運営　コロナ禍で弱体化した組織基盤
・活動できる人の減少、世代交代の波
・活動できなくなる団体の増加
・コンプライアンスの要求（小規模法人の対応困難）

社会貢献意識
・若い世代の社会貢献意識の向上
・企業等の社会貢献活動（SDGｓ・食品ロス対策等）の増加

行政との連携
・行政の業務拡大、行政主導の取組拡大
・行政とNPOの連携不足、地域に根差したNPOの減少

デジタル化
・デジタル化・オンライン化の進展

その他
・NPOの格差の拡大、事業型とミッション型（やりたいこと）の二極化
・休眠法人への社会的関心の変化



ボランティア・NPOセンター職員ワーキング③　R5.5.26
必要となる
NPO支援施策

NPO運営　　長期的視点を持った運営支援
・財政基盤強化
・人材育成支援、事務力向上、コンプライアンス向上、リスク管理
・NPO職員の働く環境改善
・デジタル技術の導入
・NPOのサスティナブル支援、事業強化支援、組織基盤強化支援
社会貢献意識の拡大とNPO活動の周知
・若者の社会貢献意識の拡大、ナツボラの拡大
・NPO活動の情報発信、SDGｓとＮＰＯを絡めた広報支援
・活躍の場・機会の創出
行政との連携
・行政とNPOの関係構築、産業振興との連携
災害時の体制づくり
・災害時における行政・社協・NPOの連携・協働体制づくり
中間支援組織の機能強化　　時代に応じた機能
・中間支援組織の機能強化、組織基盤強化に向けた支援力
・つながる（ネットワーク化）の支援、NPOと地域資源のマッチング支援
・NPOの再スタート支援、解散相談
その他
・支援施策の方向を数の拡大から質の向上へ
・ＳＤＧｓの推進を計画に盛り込む
・県内NPO支援基金の連携



高知県社会貢献推進支援計画の改訂に向けた整理

県民誰が、世代を問わず社会貢献活
動に参加しやすい気風をつくることで、
「県民の社会生活の質の向上を図り、
豊かで安心して暮らすことができる元
気な地域社会づくり」を目指します。

Ⅰ

社会貢献活動
団体への支援
の充実

Ⅱ

社会貢献活動
団体と関係団
体の連携

Ⅲ

地域における
社会貢献活動
の推進

人材育成と確保

財政基盤

研修・広報・大学
との連携等

教育・研究機関
との連携

事業者・行政等
との連携

地域の課題解決
につながる取組

災害時における
取組

人材確保と広報

組織基盤強化

社会貢献意識
の向上

災害時の体制
づくり

事業者・行政・
大学等との連携

・経営力・実務力強化
・デジタル化、FR強化
・組織基盤強化

・情報発信・広報力強化

マッチング支援

NPO等のネット
ワーク化

・NPOと企業・社会資源の
マッチング支援

・SDGｓの推進
・大学等との連携
・行政との協働推進セミナー

・ナツボラ
・NPO活動体験

・コロナ禍で弱体化したNPOの基盤強化
・社会貢献意識の向上
・行政との連携・協働推進
・中間支援機能の強化

・行政・社協・NPOが連携
した体制づくり

・ゆるかやなプラット
フォームづくり

平成31年度→令和5年度 令和6年度→令和10年度



市民が主体的に地域づくり及び課題解決に取り組む社会の実現を目指し、
ＮＰＯやボランティア活動の活性化を図る

教育機関・行政・企業等との連携強化

県民意識の向上
・ボランティア参加
・福祉教育の推進
・企業等への働きかけ

災害支援の強化
・災害ボランティアセ
　ンターの体制強化
・地域拠点の整備

NPOの持続的成長の支援
・経営力の向上
・ファンドレイジング力強化
・ネットワークづくり

相
談
支
援

専
門
家
派
遣

講
座
・
セ
ミ
ナ
ー

Ｎ
Ｐ
Ｏ
フ
ォ
ー
ラ
ム

広
報
誌
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ

ピ
ッ
ピ
ネ
ッ
ト

ナ
ツ
ボ
ラ

災
害
Ｖ
Ｃ
本
部
の
強
化

中
核
人
材
の
育
成

高知県ボランティア・ＮＰＯセンターの機能
◇相談支援　　◇情報収集・発信　◇啓発　◇人材育成
◇コーディネート　◇ネットワーキング　◇調査・研究　など

＜課題＞
・県民参加の拡大　・行政、企業等との協働　

社
会
資
源
仲
介

福
祉
教
育

Ｖ
ガ
イ
ダ
ン
ス

2023　高知県ボランティア・ＮＰＯセンターの取組

＜課題＞
・会員・支援者の確保　・活動資金の確保　

子ども食堂の支援
・立上げ・運営支援
・関係機関とのネット
   ワークづくり

相
談
支
援

研
修
・
交
流
の
場

食
材
等
の
仲
介

6


